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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期
連結累計期間

第50期
第３四半期
連結累計期間

第49期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 2,735,541 2,900,883 4,347,717

経常利益 （千円） 771,166 872,892 1,471,721

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 528,145 597,705 1,010,919

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 557,668 583,833 1,018,179

純資産額 （千円） 7,484,102 8,218,078 8,026,213

総資産額 （千円） 8,855,877 9,491,074 9,456,549

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 35.72 39.63 68.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 34.93 39.02 66.76

自己資本比率 （％） 83.9 85.6 84.3

 

回次
第49期

第３四半期
連結会計期間

第50期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　10月１日
至平成30年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.10 17.45

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．当社は、平成31年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っておりますが、第49

期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額、及び潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(１) 財政状態及び経営成績の状況

a.経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用及び所得環境の改善並びに企業業績が堅調に推移した一

方で、米国の保護主義的な通商政策をはじめとする海外経済の不確実性への懸念から、先行き不透明な状態が続い

ております。

当社グループが主力とする固定資産システム分野においては、業務プロセスの標準化による生産性向上やグローバ

ル化対応、さらにはガバナンス強化等の観点から戦略的なシステム投資の需要は高まっております。

このような状況下で当社グループは、2019年度から適用となるＩＦＲＳ(国際会計基準)のリース会計制度の変更や

企業のグローバル化対応等に伴うシステム刷新需要等を受け、売上高は増加いたしました。さらに、昨年度発生した

一部の赤字案件が収束したことで、利益は増加いたしました。

この結果、売上高2,900百万円(前年同期比6.0％増)、営業利益828百万円(同11.0％増)、経常利益872百万円(同

13.2％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益597百万円(同13.2％増)となりました。

 

セグメントの経営成績は次の通りであります。

① パッケージソリューション事業

主力の固定資産ソリューションにおいては、ＩＦＲＳ(国際会計基準)対応中心として、新規ユーザーの獲得や既

存ユーザーへのバージョンアップを推進いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,751百万円(前年同期比5.5％増)、営業利益は790百万円(同

12.8％増)となりました。

② その他事業

その他事業におきましては、主に連結子会社である株式会社プロシップフロンティアで事業を行っており、既存

顧客からの継続案件や追加案件の獲得を進めてまいりました。この結果、売上高は210百万円(前年同期比32.4％

増)、営業利益は35百万円(同16.7％減)となりました。

 

b. 財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結累計期間末における流動資産は7,999百万円となり、前連結会計年度末に比べ40百万円増加いた

しました。これは主に売掛金が294百万円減少したものの、仕掛品が167百万円、現金及び預金が165百万円増加して

いることによるものであります。また固定資産は1,491百万円となり、前連結会計年度末に比べ6百万円減少いたしま

した。

この結果、総資産は9,491百万円となり、前連結会計年度末に比べ34百万円増加いたしました。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は1,047百万円となり、前連結会計年度末に比べ162百万円減少いた

しました。これは主に、未払法人税等が240百万円、受注損失引当金が88百万円減少したものの、パッケージ保守に

伴う前受金の増加等によりその他が95百万円増加したことによるものであります。また固定負債は225百万円となり

ました。

この結果、負債合計は1,272百万円となり、前連結会計年度末に比べ157百万円減少いたしました。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、8,218百万円となり、前連結会計年度末に比べ191百万円増加

いたしました。

この結果、自己資本比率は85.6％(前連結会計年度末は84.3％)となりました。

 

(２) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(４) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、新製品の開発や、新制度・新環境への対応等に向けた技術調査・検証等を

行ってまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、16,282千円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社プロシップ(E05466)

四半期報告書

 4/18



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,760,000

計 29,760,000

（注）　　平成30年12月17日の取締役会決議により、平成31年２月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能

株式総数は29,760,000株増加し、59,520,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,551,400 15,102,800
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。

計 7,551,400 15,102,800 － －

（注）　　１．「提出日現在発行数」欄には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行されたものは含まれておりません。

２．平成31年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っており、発行済株式総数が

7,551,400株増加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

 平成30年10月１日～

 平成30年12月31日(注)1

 

6,600 7,551,400 4,167 454,507 4,167 420,107

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成31年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っており、発行済株式総数が

7,551,400株増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式　　　 800

 
－ －

完全議決権株式（その他）

　普通株式　7,542,800

 

 

75,428

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式
　普通株式　　　1,200

 
－ 同上

発行済株式総数 7,544,800 － －

総株主の議決権 － 75,428 －

　（注）　単元未満株式の欄には、自己株式が66株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社プロシップ
東京都文京区後楽

２－３－21
800 － 800 0.01

計 － 800 － 800 0.01

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,914,901 7,080,776

売掛金 852,341 557,954

仕掛品 146,979 314,382

貯蔵品 1,974 482

その他 42,640 45,890

流動資産合計 7,958,835 7,999,487

固定資産   

有形固定資産 17,276 23,028

無形固定資産   

ソフトウエア 188,552 192,233

その他 2,614 2,614

無形固定資産合計 191,167 194,848

投資その他の資産   

投資有価証券 948,981 927,199

その他 340,288 346,511

投資その他の資産合計 1,289,269 1,273,710

固定資産合計 1,497,713 1,491,587

資産合計 9,456,549 9,491,074

負債の部   

流動負債   

買掛金 112,208 127,758

未払法人税等 273,077 32,968

賞与引当金 61,153 98,686

役員賞与引当金 18,850 36,750

受注損失引当金 108,487 20,344

その他 636,199 731,428

流動負債合計 1,209,975 1,047,936

固定負債   

役員退職慰労引当金 109,200 109,200

退職給付に係る負債 111,160 115,860

固定負債合計 220,360 225,060

負債合計 1,430,336 1,272,996

 

EDINET提出書類

株式会社プロシップ(E05466)

四半期報告書

 8/18



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 440,867 454,507

資本剰余金 434,425 448,066

利益剰余金 7,082,589 7,228,559

自己株式 △1,274 △1,383

株主資本合計 7,956,608 8,129,750

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,232 △2,639

その他の包括利益累計額合計 11,232 △2,639

新株予約権 58,373 90,968

純資産合計 8,026,213 8,218,078

負債純資産合計 9,456,549 9,491,074
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 2,735,541 2,900,883

売上原価 1,262,564 1,387,095

売上総利益 1,472,977 1,513,788

販売費及び一般管理費 727,091 685,704

営業利益 745,885 828,084

営業外収益   

受取利息 16,103 16,113

受取配当金 4,876 23,005

その他 4,300 5,689

営業外収益合計 25,280 44,807

経常利益 771,166 872,892

特別利益   

新株予約権戻入益 7,083 1,139

移転補償金 － 11,021

特別利益合計 7,083 12,161

税金等調整前四半期純利益 778,249 885,053

法人税等 250,104 287,347

四半期純利益 528,145 597,705

親会社株主に帰属する四半期純利益 528,145 597,705
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 528,145 597,705

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 29,522 △13,872

その他の包括利益合計 29,522 △13,872

四半期包括利益 557,668 583,833

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 557,668 583,833
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 80,099千円 96,177千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日

定時株主総会
普通株式 366,486 50  平成29年３月31日  平成29年６月22日 利益剰余金

(注)平成29年６月21日定時株主総会による１株当たり配当額には、記念配当10円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月20日

定時株主総会
普通株式 451,736 60  平成30年３月31日  平成30年６月21日 利益剰余金

(注)平成30年６月20日定時株主総会による１株当たり配当額には、記念配当10円を含んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益計算書

計上額

（注）２ 
パッケージ

ソリューション事業
その他事業

売上高     

外部顧客への売上高 2,609,294 126,247 － 2,735,541

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 32,656 △32,656 －

計 2,609,294 158,903 △32,656 2,735,541

セグメント利益 701,425 42,840 1,620 745,885

　（注）１．セグメント利益の調整額1,620千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益計算書

計上額

（注）２ 
パッケージ

ソリューション事業
その他事業

売上高     

外部顧客への売上高 2,751,532 149,351 － 2,900,883

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 61,005 △61,005 －

計 2,751,532 210,356 △61,005 2,900,883

セグメント利益 790,898 35,690 1,495 828,084

　（注）１．セグメント利益の調整額1,495千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社プロシップ(E05466)

四半期報告書

14/18



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 35円72銭 39円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
528,145 597,705

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
528,145 597,705

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,785 15,082

   

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 34円93銭 39円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 335 234

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

平成29年６月21日定時株主総

会による新株予約権（新株予

約権の数3,368個）

－

（注）　当社は、平成31年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、１株当たり四半期

純利益金額、及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前連結会計年度の期首に当該株式分割

が行われたと仮定して算定しております。

 

（重要な後発事象）

株式分割について

　当社は、平成30年12月17日の取締役会決議に基づき、次のとおり株式分割を行っております。

 

１．株式分割の目的

　投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整え、投資家層の

拡大と当社株式の流動性の向上を図ることを目的といたします。

 

２．株式分割の概要

 (１)分割の方法

　平成31年１月31日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式１株につき、２株の

割合をもって分割いたしました。

 (２)分割により増加した株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　　： 7,551,400 株

今回の株式分割により増加する株式数　： 7,551,400 株

株式分割後の発行済株式総数　　　　　：15,102,800 株

株式分割後の発行可能株式総数　　　　：59,520,000 株

 (３)分割の日程

基準日公告日　　：平成31年１月16日

基準日　　　　　：平成31年１月31日

効力発生日　　　：平成31年２月１日

 

 

EDINET提出書類

株式会社プロシップ(E05466)

四半期報告書

15/18



３．１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割による影響については、「１株当たり情報」に記載しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月８日

株式会社プロシップ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山岸　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井澤　依子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロ

シップの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から

平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プロシップ及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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